
76

　本年２月の東京都議会で、小池百合子知事がカス
タマーハラスメント（カスハラ）を防止する条例を制
定する方針であることを表明して以降、大手百貨店や
小売店、鉄道・バス事業者などの企業においても、カ
スハラ対策に関する規程や方針を制定したという報
道が目に付くようになりました。近年深刻化している
人手不足の問題もあり、企業が悪質で過剰なクレー
ムから従業員を守ることは、従業員に対する安全配慮
義務だけでなく人材の確保・定着という観点からより
重要であると言えるでしょう。
　保育や介護福祉の業界も例外ではありません。実
際にご家族からの理不尽で身勝手な要求を受け入れ
てしまうなどの対応の誤り等が原因となり、貴重な人
材を失ってしまった事例もあります。本稿では、保育
業界におけるカスハラ対策を改めて考えていきたい
と思います。

一般的に、商品やサービス等への改善を求めるこ
とをクレームといいます。英語の“ｃｌａｉｍ”は「要求す
る」「主張する」などの意味が含まれる表現ですが、一
方、カスハラと言われる行為は、所謂「悪質」または「過
剰」なクレームを指すと言ってよいでしょう。正当なク
レームは真摯に対応することで安全・安心な保育の向
上に資する貴重なお申し出になることもあります。

　一方でこれらの行為は、２０２２年２月に厚生労働省
が作成した「カスタマーハラスメント対策企業マニュ
アル」にカスハラとして取り扱う行為として挙げられ
ているものです。これらの悪質な行為は、職員の心身
に悪影響を及ぼすことにより保育を安全・安心なもの
にするどころか、却って悪化させてしまいかねませ
ん。そのような観点から、保育事業所としてカスハラ
を許さないという姿勢を明確にすることが大切です。
具体的に取り組むべきカスハラへの対策や基本方針
の考え方についても、先ほど紹介した「カスタマーハ

ラスメント対策企業マニュアル」に紹介されています
ので、これらを参考にしていただき、カスハラの定義
や対策等を策定して職員向けに周知すると同時に、
対応方針も明文化した上で園内への掲示やホーム
ページへの掲載などにより発信することが重要だと
考えています。

それでもカスハラを受けてしまった場合に備え、職
員が相談できる窓口の設置は有効ですが、なかなか
内製化することは難しいと思います。外部の窓口とし
ては、厚生労働省の委託事業でカスハラについての
メール・ＬＩＮＥの相談ができる「ハラスメント悩み相談
室」や、全国各地の労働基準監督署等に設置されて
いる「総合労働相談コーナー」などがありますので、
これらを有効に活用することで職員が安心して相談
できる環境づくりも大切ではないでしょうか。

　あいおいニッセイ同和損害保険では、クレーム対
応のプロによる無料相談サービス（１時間・電話）を保
育事業者さま向けにご案内しています。本年６月～８
月の期間限定サービスとはなりますが、ご関心がご
ざいましたら福祉医療共済会までお問い合わせくだ
さい。

　政府が「医療DX」の取組みを加速しています。本年
12月には健康保険証の廃止によるマイナンバーカー
ドとの一体化が決定しており、医療機関における医療
DXの重要性も益々高まりそうです。そこで、本稿では
政府が進める医療DXの現在地を確認します。
　2023年4月に、オンライン資格確認等システムの
医療機関への導入が原則義務化されました。その結
果、現在ではレセプトコンピューター未導入の場合な
どを除く約9割の医療機関が導入しています。同時期
に展開が開始された電子処方箋は、義務化されてい
ないこともあって導入が伸び悩んでおり、薬局を中心
とした約1割に留まっています。電子処方箋の利用申
請は約3割の医療機関が終えており、オンライン資格
確認の導入を終えてこれから取り掛かる医療機関の
増加が期待されます。

　本年6月の診療報酬改定には、「医療情報取得加
算」・「医療DX推進体制整備加算」が盛り込まれまし
た。医療情報取得加算が再診でも算定できるように
なったほか、取得した情報を診察室で活用する体制を
整備することなどで医療DX推進体制整備加算も算定
できるようになりました。医療DX推進体制整備加算
は、電子処方箋や今後導入が開始される予定の「電子
カルテ情報共有サービス」を活用できる体制が算定要
件に追加される予定となっています。政府は、法令等
による義務化と診療報酬による誘導を組み合わせて、
医療DXを強力に推進する構えであることが判ります。

　電子カルテ情報共有サービスは、医療機関の電子
カルテから、健診結果、傷病名、感染症検査結果、アレ
ルギー、薬剤禁忌、救急・生活習慣病に関わる検査結
果、処方に関する情報をオンライン資格確認等システ
ムに登録するシステムです。登録された情報は、全国

の他の医療機関が閲覧し診療に活かすほか、マイナ
ポータルで本人が参照することで健康増進活動等に
利用できます。このシステムは、2025年度中に本格稼
働が予定されています。オンライン資格確認、電子処
方箋と並ぶ、重要な医療機関のインフラとなる見込み
です。なお、電子カルテ未導入の医療機関向けに、「標
準型電子カルテ」の開発も進められています。医療DX
のシステムとの連携が可能な、診療所向けのクラウド
型の電子カルテが検討されており、2030年には概ね
全ての医療機関への導入を目指すとされています。

　また、国および地方単独の公費負担医療の受給者
情報を登録しオンライン資格確認を可能にする
「Public Medical Hub」や、医療機関のレセプトコン
ピューターと連携して公費の診療報酬・患者負担の計
算機能をオンラインで提供する「共通算定モジュー
ル」の開発も進んでいます。これらの機能を活用する
ことで自治体の子ども医療費などの受給者証の医療
機関窓口への持参が不要となるだけでなく、患者によ
る公費の立て替えも不要となります。更に、オンライン
資格確認等システムと連携する医療機関側のシステ
ムを改修し、マイナンバーカードによる資格確認時に
診察券番号を確認できるようにするシステムの構築も
推進されています。こうすることで、診察券も不要とな
ります。

　政府の「医療DX」から、医療機関や患者の利便性向
上につながる成果がようやく現れてこようとしていま
す。医療DXに義務的に取り組むのではなく、健康保険
証の廃止を視野に補助金の活用やモデル事業への応
募などにより積極的な導入を検討すべきタイミングが
近づいています。
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